様式第１号（第７条関係）
　　　　年　　月　　日
（宛先）山口市長
（〒　　　―　　　）
申請者  　所 在 地
                     　           企業（団体）名
                    　　          代表者名　　　　　　　　　　　　　　　（※）
（※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

山口市再エネ設備等導入事業費補助金交付申請書

　山口市再エネ設備等導入事業費補助金交付要綱第７条の規定により、補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
記

	補助事業の種別
※該当を☑又は■にして
ください（複数可）
	□ 太陽光発電設備整備事業

	
	□ 蓄電池整備事業

	
	· エネルギーマネジメントシステム導入事業

	補助事業の内容
	事業計画書（別紙２）、事業費内訳（別紙３）のとおり

	補助事業の実施
場所住所
	山口市

	補助金申請額
（千円未満切捨て）
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	事業開始予定日
	　　年　　　月　　　日

	事業完了予定日
	　　年　　　月　　　日

















添付書類
[bookmark: _Hlk217052363](1) 本人確認書類（申請者が個人の場合は住民票の写し又はこれに代わるもの、法人の場合は現在事項若しくは履歴事項証明書の写し又はこれに代わるもの）
(2) 補助対象設備を設置しようとする施設等の位置図
(3) 補助対象設備の設置図（平面図、機器配置図、システム系統図及び単線結線図等補助対象の設備及び補助対象外の設備が判別できる書類。以下同じ。）又はこれに代わるもの
(4) 補助対象設備を設置する建物の全部事項証明書の写し（建物以外に設置する場合を除く。）ただし、所在欄等の記載事項と当該施設の所在表示が異なる場合は、同一の施設であることを証する書類。また、新築する建物への設置等により建物に係る全部事項証明書を取得できない場合は、設置場所の土地に係る全部事項証明書をもってこれに代える。
[bookmark: _Hlk217052411](5) 民間施設へ補助対象設備を設置しようとする場合であって補助金の交付を受けようとするものが当該施設の所有者でない場合は、山口市再エネ設備等導入事業費補助金を活用して設備を導入することに関する同意書（別紙１）
(6) 補助事業の総額及び内訳がわかる書類
(7) 補助事業の工程表
(8) ＣＯ２削減効果の算定根拠資料（蓄電池を除く。）
(9) PPA又はファイナンスリースにより設備を導入しようとする場合は、サービス料金又はリース料金から補助金額相当額が控除されていることがわかる書類
(10) 補助対象設備のカタログ等仕様が分かる書類
(11) 市税の滞納のないことの証明書
(12) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
